
18

スタートアップ・エコシステム拠点形成 ７つの戦略

都市

大学

アクセラレータ

戦略１：世界と伍するスタートアップ・
エコシステム拠点都市の形成
 自治体、大学、民間のコンソーシアム形成

・グローバル拠点都市：３箇所程度
・推進拠点都市：数カ所程度

 ランドマーク・プログラムの招致
 世界への情報発信の強化・起業家や投資家の招致 等

戦略２：大学を中心とした
エコシステム強化
 起業家教育プログラムの強化
 官民によるシーズ研究の発掘と若手研究者の育成 等

戦略３：世界と伍するアクセラレーション・
プログラムの提供
 グローバルトップアクセラレーターと連携したプログラム、

日本のアクセラレーション機能の強化 等

戦略４：技術開発型スタートアップの
資金調達等促進（Gap Fund）
 日本版SBIR制度の見直しと支援成果の公共調達への繋ぎ
 ファンディングエージェンシー等での大規模なGap Fund供給 等

戦略５：政府、自治体がスタートアップの
顧客となってチャレンジを推進
 入札へのスタートアップ参加促進の方策の検討と

地方自治体のトライアル発注制度等の活性化 等

戦略６：エコシステムの「繋がり」形成の強化、気運の醸成
 JST-NEDO連携強化を軸とした横断的な創業支援システムの構築、オープンイノベーション推進組織の強化 等

戦略７：研究開発人材の流動化促進
 民間HR企業との連携による人材流動化検討委員会、出向、出島形成等の人材流動化プロジェクト等の支援 等
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革新的環境イノベーション戦略のポイント
○非連続なイノベーションにより社会実装可能なコストを可能な限り早期に実現することが、世界全体でのGHGの排出削減には決定的に重要。
○世界のカーボンニュートラル、更には、過去のストックベースでのCO2削減（ビヨンド・ゼロ）を可能とする革新的技術を2050年までに確立する
ことを目指し、パリ協定長期成長戦略に掲げた目標に向けて社会実装を目指していく。

イノベーション・アクションプラン
革新的技術の2050年までの確立を目指す具体的な行動計画
（５分野16課題）
①コスト目標、世界の削減量、②開発内容、③実施体制、
④基礎から実証までの工程を明記。

Ⅰ．エネルギー転換
 再生可能エネルギー（太陽、地熱、風力）を主力電源に
 低コストな水素サプライチェーンの構築
 高効率・低コストなパワーエレクトロニクス技術等による超省エネ

の推進
Ⅱ．運輸
 グリーンモビリティ、高性能蓄電池等による自動車（EV、

FCEV）等
 バイオ燃料航空機

Ⅲ．産業
 水素還元製鉄技術等による「ゼロカーボン・スチール」の実現
 人工光合成を用いたプラスチック製造の実現
 CO2を原料とするセメント製造プロセスの確立／CO2吸収型

コンクリートの開発
Ⅳ．業務・家庭・その他・横断領域
 温室効果の極めて低いグリーン冷媒の開発
 シェアリングエコノミーによる省エネ／テレワーク、働き方改革、

行動変容の促進
Ⅴ．農林水産業・吸収源
 ブルーカーボン（海洋生態系による炭素貯留）の追求
 農林水産業における再生可能エネルギーの活用＆スマート

農林水産業
 DAC（Direct Air Capture）技術の追求

アクセラレーションプラン ゼロエミッション・イニシアティブズ

：代表的な技術例
：GHG削減量

約300億トン～

約110億トン～

約140億トン～

約150億トン～

約150億トン～

イノベーション・アクションプランの実現を加速する
ための３本の柱

①司令塔による計画的推進
【グリーンイノベーション戦略推進会議】

府省横断で、基礎～実装まで長期に推進。
既存プロジェクトの総点検、最新知見でアクション
プラン改訂。

②国内外の叡智の結集
【ゼロエミ国際共同研究センター等】

G20研究者12万人をつなぐ「ゼロエミッション
国際共同研究センター」、産学が共創する
「次世代エネルギー基盤研究拠点」、「カーボン
リサイクル実証研究拠点」の創設。
「東京湾岸イノベーションエリア」を構築し、産学官
連携強化。
【ゼロエミクリエイターズ500】

若手研究者の集中支援。
【有望技術の支援強化】

「先導研究」、「ムーンショット型研究開発制度」
の活用、「地域循環共生圏」の構築。

③民間投資の増大
【グリーン・ファイナンスの推進】

TCFD提言に基づく企業の情報発信、金融界
との対話等の推進。
【ゼロエミ・チャレンジ】

優良プロジェクトの表彰・情報開示により、投資
家の企業情報へのアクセス向上。
【ゼロエミッションベンチャー支援】

研究開発型ベンチャーへのVC投資拡大。

国際会議等を通じ、世界との共創の
ために発信

グリーンイノベーション・サミット
内閣総理大臣の下に、産業界、金融
界、研究者のトップを集め、我が国の
具体的な取組を世界に共有。国際的
なエンゲージメントを強化。

RD20
クリーンエネルギー技術分野における
G20の研究機関のリーダーを集める研
究機関主体の国際会合。

TCFDサミット
「環境と成長の好循環」を実現していく
ため、世界の企業や金融機関のリー
ダーを集めて対話を促す国際会合。

ICEF
技術イノベーションによる気候変動対
策を協議する国際会合。
水素閣僚会議

グローバルな水素の利活用に向けた政
策の方向性について議論。
カーボンリサイクル産学官国際会議

カーボンリサイクルの実現に向けて、各
国の革新的な取組や最新の知見、国
際連携の可能性を確認するとともに、
各国間の産学官のネットワーク強化を
促進。
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「安全・安心」の実現に向けた科学技術・イノベーションの方向性（１）

〇国民の安全・安心に対する懸念が増大。
〇自然災害、サイバー攻撃、厳しさを増す安全保障環境等、様々な脅威が顕在化。
〇増大する脅威への対応として、科学技術・イノベーション（STI）への期待の高まり。

背景

範囲

〇守るべき対象は、国家、国土、国民及びその生命・財産や諸活動、社会システム等幅広い。
〇対応する脅威も、自然災害から人間に由来する脅威（過失又は故意）に至るまで幅広い。
〇当面の対象は、STIが脅威低減に貢献でき、国として対応すべき規模の脅威。
〇安全・安心には、物理的側面と心理的側面があることを念頭におく。

環境
変化

〇社会システムの高度化・大規模化・相互依存性の拡大に伴う想定外の大規模事故の発生リスク等の高まり。
〇先端技術が国民生活及び社会・経済活動への様々な脅威となる懸念。
〇大規模地震・津波災害等の発生リスクに加え、自然災害の大規模化・長期化・激甚化が進行。
〇インフラの老朽化は著しく、維持・更新需要の増大。
〇安全・安心に係る先端的な基礎研究・実用化等に各国がしのぎを削り、STIにおける覇権争いが激化。
〇各国が情報収集を活発に行う中、技術情報・技術人材の流出が既に発生。

１．取組の必要性と対象範囲

２．安全・安心を巡る国内外の環境変化とSTIの役割
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「安全・安心」の実現に向けた科学技術・イノベーションの方向性（２）

課題 対応の方向性
〇新たな観測・予測・分析を導入し「いかなる脅威があるか」を知り、分野
横断的な知を結集することで「脅威に対応できる技術」を知る必要。

〇「脅威に対応できる技術」「脅威となり得る技術」を知るために、「国内
外でどのような研究開発・社会実装が行われているか」知る必要。

〇必要な技術ニーズ、国内外における研究開発動向や技術シーズの所
在が未把握。育てる技術を特定し、育てるための戦略が必要。

〇関係府省からの技術ニーズを集約し、大学、国研、産業界等からの技術シーズの情報収
集、国内外の研究開発動向等の調査分析、重要技術の特定や社会実装のロードマップ
づくりのための分野横断的なマッチングの実施。

〇技術ニーズの集約や技術シーズ情報の収集、調査分析、マッチングの実施等を行うた
め、目利き人材を活用等による新たなシンクタンク機能を備えた継続的な体制づくり。

〇シンクタンク機能においては、限られた資源の条件下で機能し得る最適な体制を早期に
検討。

〇脅威に対して目標を設定し、目標達成のために必要な技術を幅広い
領域から特定し、目標主導型の研究開発手法を模索する必要。

〇プロジェクトマネジメント人材の育成も含めた、成果を実装に着実に結び
つけるためのプログラムの一体的なマネジメントが必要。

〇行政が利用主体のものが多く、平時の利用機会に乏しく民間での社会
実装が進まない。

〇公共調達等の制度や運用が、社会実装の阻害要因となっていないか
検証が必要。

〇先端的な研究開発は国際競争にさらされており、国際連携や国際共
同研究の在り方の見直し。

〇マッチング結果を踏まえた重要技術領域について、個別の重要研究課題を特定し、研
究開発から社会実装までのロードマップを作成、明確な社会実装の目標設定を行い、そ
れを達成するよう研究開発プログラムを実施し、一貫したマネジメントの体制づくりを推進。

〇政府における、新たな技術の積極的かつ迅速な活用について検討。
〇社会実装に向けた阻害要因の検証結果等を踏まえ、必要に応じ、公共調達や基準類
等の制度や運用の見直しを検討。

〇先端技術の研究開発における国際連携や国際共同研究の効果的な推進の仕組みづ
くりと、国際的なファンディング等の活用、技術情報共有や情報管理のルール作りも含めた
国際連携の推進。

〇技術流出の対策が課題。流出対象となる技術範囲が拡大、手法が多
様化。

〇技術流出に対するセキュリティ意識が高くないことから、技術情報窃取の
標的となるリスク大。

〇我が国の優れた成果を創出する研究開発環境を構築・維持しつつ、技
術流出を防止するための検証が必要。

〇流出を防止すべき技術の明確化、技術管理体制の在り方、研究成果
の公開の在り方、資格付与の在り方、人材の処遇、サイバーセキュリティ
の強化などの検討が必要。

〇安全・安心技術分野に係るコミュニティの形成と体制の整備。 〇国民理解の醸成。

知
る

守
る

その他

〇「いかなる脅威があるのか」、「脅威に対応できる技術」及び「脅威となり得る技術」を予測、特定（知る）
〇「必要な技術をどうやって育てるか」、「育てた技術をどうやって社会実装するか」（育てる・生かす） 〇いかに技術流出を防ぐか（守る）

３．課題と対応の方向性

生
か
す

育
て
る
・

〇様々な流出経路に対応した技術流出対策の制度面を含めた検討。
〇他の関係国と連携した先端技術等の情報の実効的な保全・管理の仕組みの検討。
〇技術流出の問題に係る意識啓発や教育・訓練、技術による情報流出対策の検討。
〇機微技術管理等の観点から、研究資金配分機関のためのガイドラインの作成、外国
企業との連携に係るガイドラインの見直しの実施。

〇政府・民間資金に係る研究開発区分に応じた成果公開の在り方の検討。
〇諸外国との連携が可能な形での機微な情報を取り扱う者の資格付与の在り方の検討。
〇サイバー空間の技術情報保護に資する観測・分析・対処・情報共有のための研究開発
や体制充実。
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